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※この資料の最終ページに重要な注意事項を記載しています。必ずご確認ください。

ステート・ストリート世界厳選成長株ファンド

設定から1年の振り返りと今後の見通しについて

平素より「ステート・ストリート世界厳選成長株ファンド」（以下、当ファンド）をご愛顧賜り厚く御礼申し上げます。
当ファンドは、2023年4月25日に設定後（設定日：2022年4月25日）1年が経過しました。当ファンド設定から1年間の
振り返りと今後の見通しについてご報告申し上げます。

※個別銘柄に言及していますが、個別銘柄を推奨するものではありません。
※上記は過去の実績であり、将来の運用成果等を示唆あるいは保証するものではありません。

※期間：2022年4月25日（設定日）～ 2023年4月25日（日次）
※基準価額は1万口当たり、信託報酬控除後です。
※2023年4月25日現在、分配金の支払実績はありません。

基準価額および純資産総額の推移
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下落局面①：2022年6月上旬～中旬
⚫ 主要中央銀行の積極的な金融引き締め姿勢を受け、市場では景気減速懸念が拡大し、下落局面となりました。
⚫ アプライド・マテリアルズ（米国）、エヌビディア（米国）といった情報技術関連銘柄がマイナスに寄与しました。
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上昇局面①：2022年7月上旬～2022年8月中旬
⚫ 景気減速懸念が残るなか、企業業績が良好であったこと、米インフレ率の鈍化などが好感され、上昇局面となりました。
⚫ 良好な企業業績が好感されたアマゾン・ドット・コム（米国）、アプライド・マテリアルズ（米国）などがプラスに寄与しました。

下落局面②：2022年9月上旬～下旬
⚫ 米インフレ率が市場予想を上回る上昇率となったこと、主要中央銀行のタカ派的な金融政策による景気減速懸念が再燃したことなどから、

下落局面となりました。
⚫ 半導体業界全体の業績鈍化懸念の影響を受けたエヌビディア（米国）、台湾積体電路製造（台湾）などがマイナスに寄与しました。

下落局面③：2022年12月中旬～下旬
⚫ 堅調な米景況感指数や根強いインフレ懸念を背景とする主要中央銀行のタカ派的な金融政策の継続に対する警戒感から世界的にリス

ク・オフの動きがひろがり、下落局面となりました。
⚫ 半導体業界全体の業績鈍化懸念の影響を受けたアプライド・マテリアルズ（米国）、企業業績が冴えなかったアルファベット（米国）などが

マイナスに寄与しました。

上昇局面②：2023年1月上旬～2023年2月上旬
⚫ インフレの鈍化傾向を受け主要中央銀行のタカ派的姿勢の軟化観測が高まったこと、企業決算への期待感から世界的にリスク選好度が高

まり、上昇局面となりました。
⚫ 半導体市場の回復期待が高まった影響を受けた台湾積体電路製造（台湾）、好調なオンライン・ショッピング市場の影響から良好な企業

業績が期待されるメルカドリブレ（米国）などがプラスに寄与しました。
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基準価額の変動要因について

当ファンドの設定来1年の基準価額の変動を国別でみると、以下の通りです。
主なプラスに寄与した国：ドイツ、フランス、英国
主なマイナスに寄与した国：米国、中国、日本

また、業種別でみると、以下の通りです。
プラスに寄与した業種：情報技術、ヘルスケア、エネルギー
主なマイナスに寄与した業種：金融、一般消費財・サービス、資本財・サービス

個別銘柄の基準価額寄与上位10銘柄、寄与度、寄与した要因コメントについては、以下の表の通りとなっています。

順位 銘柄名 投資国 業種
寄与度
（％）

1

エヌビディア 米国 情報技術 1.54

AI開発の競争激化を受けた同社の製造する最先端のGPU（AI開発に用いるハードウェア）の需要拡大に対する期待感の高まりを背景に、株価
は大きく上昇しました。

2

バーテックス・ファーマシューティカル 米国 ヘルスケア 1.37

嚢胞性繊維症治療薬の売上拡大に加えて、進行中の新薬開発プロセスが順調に進行していることが示されたことで株価が上昇しました。

3

インフィニオン・テクノロジー ドイツ 情報技術 1.14

同社の主力製品である自動車向け半導体や、IoT化の促進に向けた産業用半導体への投資拡大を受けた好調な業績見通しが好感され株価
は堅調に推移しました。

4

バイオマリン・ファーマシューティカル 米国 ヘルスケア 0.90

バイオ新薬開発の進展を背景とした同社の医薬品プロダクトラインナップの拡充に対する期待感が株価上昇につながりました。

5

シュルンベルジェ 米国 エネルギー 0.85

代替エネルギー開発など、同社が注力する新エネルギー分野への中長期的な投資拡大見通しが示されたことを背景に、株価は上昇しました。

6

シュナイダー・エレクトリック フランス 資本財・サービス 0.82

幅広い産業におけるIoT化の推進やサプライチェーンの効率化の動きが同社製品・ソリューションへの良好な業績につながり、株価の上昇要因となり
ました。

7

メルカドリブレ 米国 一般消費財・サービス 0.75

南米諸国のインフレ圧力の低下や経済活動の再開本格化による消費の回復を受けた業績改善期待が株価の上昇につながりました。

8

ボストン・サイエンティフィック・コーポレーション 米国 ヘルスケア 0.64

医療機関の体制がコロナ禍の緊急対応から正常化へと向かう中で、同社の開発する医療機器・設備への需要回復の見通しが高まり、株価は上
昇しました。

9

ASMLホールディングス オランダ 情報技術 0.57

半導体市場が減速する中においても好調な業績を発表し、同社製品の高い競争力と底堅い需要が示されたことが株価の上昇要因となりました。

10

マスターカード 米国 情報技術 0.55

アジアを中心とした経済活動正常化による海外旅行需要の回復など、良好な業績見通しが示されたことで株価は堅調に推移しました。

※個別銘柄に言及していますが、個別銘柄を推奨するものではありません。
※上記は過去の実績であり、将来の運用成果等を示唆あるいは保証するものではありません。

※上記の寄与度分析は、2022年4月25日から2023年4月25日の期間における当ファンドが投資する「ステート・ストリート世界厳選成長株
マザーファンド」の基準価額の変動要因を分析したものです。寄与度は概算値であり、実際の当ファンドの基準価額の変動を正確に説明するも
のではありません。あくまでも傾向を知るための目安としてご覧ください。



販売用資料

3

※この資料の最終ページに重要な注意事項を記載しています。必ずご確認ください。

※上記の見通しは当資料作成時点のものであり、将来の運用成果および市場環境の変動等を示唆あるいは保証するものではありません。
また、見通しは今後、予告なく変更する場合があります。

新年度を迎え、改めて世界の株式市場が調整局面を迎えた昨年（2022年）以降の市場局面について振り返ると、
昨年は年初から3四半期連続で下落した後、第4四半期に反発し、年間を通じて高いボラティリティを示した一年の締め
くくりにようやく明るい兆しが見えました。
昨年はインフレ率が高止まりする中、中央銀行がこれまで10年以上にわたって金融緩和を促進してきた政策を転換し徹
底した金融引き締め策を実施したため、株式市場は乱高下を繰り返しました。
一方で足元の市場では年明け以降も見直し買いの動きが継続し、経済ファンダメンタルズの好転を先取りする展開に
なっています。

今後の見通しについてですが、当社では2023年の早い時期に金融当局によるさらなる引き締めが行われるものの、最
終的には利上げがピークを迎えるタイミングについて市場の関心が移るものとみています。
ソフトランディング・シナリオでは仮に経済が悪化して景気後退入りしたとしても、インフレ率の低下や金融緩和に対する期
待の高まりによって最終的に株式市場は恩恵を受けるものと想定しています。

今年、金融市場で予想されるボラティリティに備えるにあたり、当社の戦略において重要なディフェンシブ要因となるのが「ク
オリティ（質）」重視の投資理念です。
質の高い事業は価格決定力や市場内での競争優位性、強固なバランスシート、持続可能な成長という様々な企業特
性として現れます。投資先企業のクオリティ指標の数値が優れていれば、例えハードランディング・シナリオが現実化した場
合においても持続可能な利益率、優れたサプライチェーン管理および財務的な耐久力の強さを反映する可能性が高まり
ます。

2023年も昨年同様ボラティリティが高くなる可能性がありますが、そうした環境の中で当戦略では当社の信念であるクオ
リティ重視の投資基準に合致し長期的なアルファの創出に貢献すると期待される投資機会を引き続き見出していく方針
です。

今後の見通し
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ファンドの目的

中長期的な観点から、運用財産の成長をめざして運用を行います。

ファンドの特色

1．投資対象
日本を含む全世界の株式を投資対象とし、長期的な信託財産の成長を目指します。

２．投資戦略
長期的な利益成長が見込める「ハイクオリティ・イノベーション銘柄」に対して、30～40銘柄に厳選して投資します。

３．運用チーム
実質的な運用は米国コネティカット州スタンフォードを拠点とするファンダメンタル・グロース＆コア株式運用チームが行います。

投資リスク

基準価額の変動要因

当ファンドは、主にマザーファンド受益証券への投資を通じて、実質的に世界各国の株式等に投資を行いますが、主として以下に掲げ
る要因等により基準価額が大きく変動する場合があり、その運用成果（損益）はすべて投資者のみなさまに帰属します。したがって、
投資者のみなさまの投資元本は保証されているものではなく、基準価額の下落により、投資元本を割り込み、損失を被ることがあります。
なお、投資信託は預貯金とは異なります。
当ファンドの主なリスクおよび、留意点は以下のとおりですが、当ファンドのリスクおよび留意点を完全には網羅してはいませんので、ご注
意ください。また、ファンドのリスクは以下に限定されるものではありません。

株価変動リスク

当ファンドは、日本を含む先進国および新興国の株式を実質的な投資対象としていることから、株式の投資に係る価格変
動リスクを伴います。一般に、株式の価格は、個々の企業の活動および業績、経営方針、ならびに法令順守の状況等に
反応して変動するほか、投資対象国の経済情勢および景気見通し、ならびに金利変動、為替相場およびそれらの見通し
等にも反応して変動します。したがって、マザーファンドに組み入れられる株式の価格は短期的または長期的に下落する可
能性があります。

信用リスク

当ファンドは、日本を含む先進国および新興国の株式を実質的な投資対象としていることから、株式の発行者の経営・財
務状況の変化およびそれらに関する外部評価の変化等により損失を被ることがあります。また、金融商品取引の相手方や
受託会社の決済不履行または債務不履行等により損失を被ることがあります。

為替変動リスク

当ファンドの実質的な投資対象である先進国および新興国の株式は外貨建資産であるため、当ファンドの基準価額は為
替変動の影響を受けます。一般に、主な為替相場の変動要因としては、金利変動、中央銀行等による政策金利の変更
または為替介入、政治的要因等があります。

流動性リスク

投資対象となる有価証券の市場規模や取引量が少ない状況や解約資金を手当てするために実質的に保有する有価証
券を大量に売却しなければならない状況においては、有価証券の取得、売却時の売買価格は取引量の大きさに影響を
受け、市場実勢から期待できる価格どおりに取引できないリスク、評価価格どおりに売却できないリスク、あるいは価格の高
低に関わらず取引量が限られてしまうリスクがあり、その結果、不測の損失を被るリスクがあります。
また、解約資金の手当てが間に合わず、売却した有価証券等の売却代金回収までの期間、一時的に当ファンドで資金
借入を行うことによって解約金の支払いに対応する場合があり、その場合の借入金利は当ファンドが負担することになります。
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投資リスク

基準価額の変動要因

投資対象国への投資リスク

当ファンドが実質的に保有する有価証券の発行国（投資対象国）における政治不安や社会不安、あるいは他国との外
交関係の悪化などの要因により、投資成果に大きく影響することがあります。また、投資対象国の政府当局による、海外か
らの投資規制や課徴的な税制、海外からの送回金規制などの様々な規制の導入や政策変更等により、投資対象国の
有価証券への投資に悪影響が及ぶ可能性があります。

その他の留意点

当ファンドのお取引に関しては、金融商品取引法第37条の6の規定（いわゆるクーリング・オフ）の適用はありません。
当ファンドは、大量の解約が発生し短期間で解約資金を手当てする必要が生じた場合や主たる取引市場において市場環境が急変し
た場合等に、一時的に組入資産の流動性が低下し、市場実勢から期待できる価格で取引できないリスク、取引量が限られてしまうリ
スクがあります。
これにより、基準価額にマイナスの影響を及ぼす可能性や、換金の申込みの受付けが中止となる可能性、換金代金のお支払が遅延
する可能性があります。

リスクの管理体制

運用部に属するポートフォリオ・マネージャーは約款に定める運用方針に加え、内部ガイドラインを作成し、徹底したリスク管理と厳格な
ポートフォリオ管理を行います。業務部の運用評価グループは、毎月パフォーマンス分析を行います。コンプライアンス・リスクマネジメント
部では、全ファンドにおける運用ガイドライン遵守状況を運用部から離れた立場で確認しております。投資政策委員会において投資行
動やパフォーマンスに関する運用の報告内容を確認するとともに、毎月末の運用ガイドライン遵守状況等の確認をします。
委託会社では、流動性リスク管理に関する規定を定め、ファンドの組入資産の流動性リスクのモニタリングなどを実施するとともに、緊急
時対応策の策定・検証などを行います。
取締役会等は、流動性リスク管理の適切な実施の確保や流動性リスク管理態勢について、監督します。

※上記体制は当資料作成現在のものであり、今後変更となる場合があります。
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お申込みメモ（詳しくは投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。）

購 入 単 位 お申込みの販売会社にお問い合わせください。

購 入 価 額 購入申込受付日の翌営業日の基準価額（基準価額は1万口当たりで表示しています）

購 入 代 金 販売会社が定める期日までにお支払いください。

換 金 単 位 お申込みの販売会社にお問い合わせください。

換 金 価 額 換金申込受付日の翌営業日の基準価額

換 金 代 金 原則として、換金申込受付日から起算して5営業日目からお支払いします。

購入 ・ 換金申込不可日
原則として、申込日が米国の証券取引所または銀行の休業日に該当する日には、購入・換金のお申込みの
受付を行いません。

申 込 締 切 時 間 原則として、営業日の午後3時までに販売会社が受付けたものを当日分のお申込みとします。

換 金 制 限 信託財産の資金管理を円滑に行うため、大口換金には制限を設ける場合があります。

購 入 ・ 換 金 申 込 受 付
の 中 止 お よ び 取 消 し

取引所における取引の停止、外国為替取引の停止その他やむを得ない事情（投資対象国における非常事
態（金融危機、デフォルト、重大な政策変更、クーデター等政変、テロリズム、戦争、天災地変等）による市
場の閉鎖または流動性の極端な減少ならびに資金の受渡しに関する障害等）があるときは、委託会社の判
断により、購入・換金の申込受付の中止および取消しを行う場合があります。

信 託 期 間 2032年3月10日まで（2022年4月25日設定）

繰 上 償 還
受益権の口数が10億口を下回ることとなった場合または下回ることが明らかとなった場合、受益者のため有利
であると認める時、またはやむを得ない事情が発生した時は、償還することがあります。

決 算 日 毎年3月10日（休業日の場合は翌営業日）

収 益 分 配

年1回の決算時に収益分配方針に基づき収益の分配を行います。ただし、委託会社の判断により分配を行
わない場合があります。
※当ファンドには、「分配金再投資コース」と「分配金受取コース」があります。なお、お取り扱い可能なコースお
よびコース名については異なる場合がありますので、販売会社にお問い合わせください。

信 託 金 の 限 度 額 ファンドの信託金限度額は、1兆円です。

公 告 受益者に対する公告は、日本経済新聞に掲載します。

運 用 報 告 書
毎決算時および償還時に委託会社は交付運用報告書を作成し、販売会社を通じて知れている受益者に対
して交付します。

課 税 関 係
課税上は株式投資信託として取り扱われます。
公募株式投資信託は税法上、少額投資非課税制度、未成年者少額投資非課税制度の適用対象です。
配当控除および益金不算入制度は適用されません。

フ ァ ン ド の 略 称
世界厳選成長
※日本経済新聞の「オープン基準価額」欄に掲載される当ファンドの略称です。
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※この資料の最終ページに重要な注意事項を記載しています。必ずご確認ください。

お客さまにご負担いただく手数料等について（詳しくは投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。）

購 入 時 手 数 料
購入申込受付日の翌営業日の基準価額に3.3％（税抜3.0％）の率を乗じて得た額を上限として販売会
社が定める額とします。

●お客さまが直接的に負担する費用

ファンドの費用

ご購入時

換 金 時 手 数 料 ありません。

信 託 財 産 留 保 額 ありません。

ご換金時

●お客さまが間接的に負担する費用

運 用 管 理 費 用
（ 信 託 報 酬 ）

信託報酬の総額は、日々のファンドの純資産総額に年率1.683％（税抜1.53％）の信託報酬率を乗じて
得た額とします。
ファンドの信託報酬は、日々計上され、毎計算期間の最初の6ヶ月終了日および毎計算期間末（当日が休
業日の場合は翌営業日とします。）または信託終了のときに、信託財産中から支払います。

＜信託報酬率の配分（税抜）＞

そ の 他 の 費 用 ・
手 数 料

その他の費用・手数料として、以下の費用等が支払われます。これらの費用等は、運用状況等により変動す
るものであり、事前に料率、上限額等を表示することができません。
⚫ 組入有価証券等の売買の際に発生する売買委託手数料
⚫ 外国での資産の保管等に要する費用
⚫ その他信託事務の処理に要する費用
⚫ 投資信託振替制度に係る手数料および費用
⚫ ファンドの監査にかかる費用等

上記の手数料等の合計額等については、投資家の皆さまがファンドを保有される期間等に応じて異なりますので、表示することはできま
せん。

支払先 内訳（年率） 役務の内容

委託会社 0.75％
委託した資金の運用、受託会社への指図、基準価額の算出、
法定書面等の作成等の対価

販売会社 0.75％
交付運用報告書等各種書類の送付、口座内でのファンドの管
理、購入後の情報提供等の対価

受託会社 0.03％ 運用財産の管理、委託会社からの指図の実行等の対価
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【投資信託および当資料に関する留意点について】
●当資料は、ステート・ストリート・グローバル・アドバイザーズ株式会社が作成した販売用資料です。
●当資料は、ステート・ストリート・グローバル・アドバイザーズ株式会社が信頼できると判断したデータにより作成しています
が、その内容の完全性、正確性について、同社が保証するものではありません。また、掲載データは過去のものであり、将
来の運用成果を保証するものではありません。
●当資料における内容は作成時点のものであり、今後予告なく変更される場合があります。
●投資信託は、値動きのある有価証券等（外貨建て資産には為替変動リスクもあります）を投資対象としているため、
お客さまの資産が当初の投資元本を割り込み、損失が生じることがあります。
●投資信託は
１．預金等や保険契約ではありません。また、預金保険機構および保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。
加えて、証券会社を通して購入していない場合には投資者保護基金の対象にもなりません。
２．購入金額については元本保証および利回り保証のいずれもありません。
３．投資した資産の価値が減少して購入金額を下回る場合がありますが、これによる損失は購入者が負担することとな
ります。
●お申込みに際しては、販売会社からお渡しする投資信託説明書（交付目論見書）の内容を必ずご確認のうえ、ご
自身でご判断ください。

委託会社・その他の関係法人等

委 託 会 社 ステート・ストリート・グローバル・アドバイザーズ株式会社（ファンドの運用の指図等を行います。）

受 託 会 社 三井住友信託銀行株式会社（ファンドの財産の保管および管理等を行います。）

販 売 会 社 委託会社にお問い合わせください。（ファンドの募集・販売の取扱い等を行います。）

販売会社一覧（2023年4月末現在）

販売会社名 登録番号
日本
証券業
協会

一般社団
法人

第二種金融
商品取引業

協会

一般社団
法人

日本投資
顧問業
協会

一般社団
法人

金融先物
取引業
協会

備考

今村証券株式会社

金融商品取引業者

〇北陸財務局長（金商）
第3号

楽天証券株式会社

金融商品取引業者

〇 〇 〇 〇
関東財務局長（金商）
第195号


